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か？」との設問に対する回答で、05 年 2 月に安倍氏が 22％を得て時の首相小泉氏（17％）を抑えてトップになり、
以後同年 11 月 28％、06 年 7 月 44％と 1 位を続け、小泉氏の後継を決める自民党総裁選挙告示日（06 年 9 月 8 日）











　図１にある内閣 5 代の支持率（注 1）のうち、安部内閣のグラフをたどると分かるように、06 年 9 月の発足時に
は歴代内閣 3 位の高率である 67％だったのが数か月で半減し、低支持率のまま迎えた翌年 7 月の参院選挙に敗北
する。「勝てない首相」の支持率は選挙後 22％とさらに落ち込み、その後も大きくは回復しない低支持率（30％前後）
のまま退陣した。
　メディアが「歴代 3 位」などと 1 面トップニュースで伝える高支持率が安倍氏を首相に押し上げ、メディアが「急
落」「不支持逆転」などと大活字で報じる低支持率が首相退陣を促した図式を見ることができる。






　図 1 は、小泉内閣の後に登場した 5 つの内閣、すなわち安倍内閣、福田康夫内閣（2007 年 9 月〜 08 年 9 月）、






































　鳩山内閣は 09 年 9 月の民主党への政権交代から翌年 6 月初めまでのわずか 8 カ月半の短期政権で終わった。毎
日新聞の記事によると、発足直後の内閣支持率は小泉内閣に次ぐ歴代２位の 77％と高かったが、翌 10 月以降はじ
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わじわと下降し、2010 年 2 月に 50％を割り込むと 3 月には支持 43％に対して不支持 45％と逆転する。4 月の支持
率はさらに急落し 33％になると、記事の見出しに「5 月政変説じわり」（4 月 19 日付け）との表現が出た。そして
5 月 17 日発表の支持率は 23％に下がり、記事の見出しは「危険水域近づく」と、鳩山内閣の終わりを予告する。
その半月後、6 月 2 日に鳩山首相は辞任を表明した。
　報道の展開はほかのメディアも同様で、朝日新聞は 3 月の内閣支持率が 32％に下落した段階で早くも「政権　
危険域に迫る」（3 月 16 日付け）との見出しをつけた記事を掲載した。読売新聞は 4 月の支持率 33％を受けて「危
険水域に近づいた」（4 月 5 日付け）、5 月の支持率 24％を受けて「危険水域、沈黙の民主」（5 月 10 日付け）との
記事や見出しを掲載した。
　同種の用語は鳩山内閣以前の麻生、福田両内閣の支持率を報道する際にも使われた。麻生内閣 6 カ月目の 09 年
2 月 10 付け朝日新聞は支持率が下落し 14％になったことを伝える記事に「退陣ゾーン」の見出しを、8 カ月目の
同 4 月 12 日付け毎日新聞は支持率が 24％に回復したとの記事に「政権なお危険水域」の見出しを付けた。福田内
閣でも「危険水域一気に割る」（08 年 4 月 21 日付け『朝日新聞』）、「土俵際内閣」（同 5 月３日付け『毎日新聞』）





































　鳩山内閣の場合、在任 8 カ月半の間に毎日新聞は世論調査で集計した内閣支持率の報道が 9 回あり、うち 8 回が
1 面トップの扱いである。世論調査は内閣支持率以外の設問もあり、8 回の 1 面トップのうち 2 回は当時の小沢一
郎民主党幹事長辞任に関する世論動向をメーンに報道し、内閣支持率はサブ的な扱いだが、それでも毎月のように
1 面トップの大ニュースになっている。朝日新聞の場合は少し控えめだが、内閣支持率の報道は計 11 回あり、う
ち 6 回が 1 面トップの扱いだった。
　菅内閣の場合は、10 年 6 月の発足から本稿執筆時の 11 年 2 月までの途中経過になるが、この９カ月の間に報道
された内閣支持率は毎日新聞が 11 回、朝日新聞が 13 回である。うち 1 面トップの扱いは、毎日新聞が 7 回、朝日
新聞が 4 回を数えた。扱いの大きさは鳩山内閣のときに比べ少し抑制的になったが、報道回数はむしろ増加して 1
カ月に 2 〜 3 回の「内閣支持率報道」を行う場合もある。
　内閣支持率を問う世論調査回数の増加は、過剰報道の一つの要因になっていると考えられる。これほど頻繁な支
持率調査が可能になったのは、コンピューターで無作為に抽出した番号を使う電話調査方式の登場による。これは
























　8 カ月半の短命内閣に終わった鳩山由紀夫氏は 2010 年 6 月の首相辞任直後、インタビューに答えて「内閣支持
率低下の怖さ」について種々語っている (10 年６月 18 日付け『朝日新聞』インタビュー「辞任の真相は」）。

































極端な支持率のアップ ･ ダウンは、自民党の安倍、福田、麻生各内閣にも共通する。1 年も経たない間に 7 割から 2
割、そしてまた 6 割と揺れ動く支持率から何を読み取るのか。支持率の振幅の大きさは何を語るのか。
　支持率の急変について「世論の病理現象である。それは、政権の能力を判断するに当たって、世論が何の予測力

















する世論調査」『Journalism 2011 年 1 月 No248』朝日新聞社）。
　いずれにしても、いま支持率の意味を問い直す必要がある。そして、「各メディアは当面、世論調査の過大評価
を見直し、参考データ程度の扱いにとどめるべきだ」（宮崎哲弥「メディア衆論・選択の年　世論調査の質が問わ










　調査の誤差も信頼性にかかわる問題だ。支持率の調査における誤差はプラスマイナス 3 〜 4％とされている。数％
の支持率変化に意味をつけて報道し、「上がった」「下がった」と騒ぐのは誤差を無視した非科学的な報道になる。



































　「支持率で知る国民の飽きっぽさ」（09 年 6 月 20 日付け毎日新聞）
　「アンケート 1000 人だけで国語る」（10 年 10 月 9 日付け毎日新聞）
　「わがままな民意の果てに国迷う」（11 年 3 月 11 日付け毎日新聞）
　世間の人々は世論調査とその報道の内実を見抜いている。
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